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４．今後の見通し 

第 31 期の業績見通しにつきましては、本日開示しております平成 30 年２月期決算短信のとお

り、事業年度を長く設定することによる影響等を現在精査中であります。見通しが明らかにな

り次第、速やかに開示いたします。 

以上 
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【別紙】 

 定款変更の内容は次のとおりです。 

                              （下線は変更部分を示します） 

現行定款 変更定款案 

 

第三章 株主総会 

第12条 （定時株主総会の基準日）  

当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年２

月末日とする。 

 

第六章 計算 

第35条 （事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年３月１日から翌年２月末

日までの１年とする。 

 

第36条 （剰余金の配当等の決定機関） 

（条文省略） 

 

第37条 （剰余金の配当の基準日） 

当会社の期末配当の基準日は、毎年２月末日とする。

 ２．当会社の中間配当の基準日は、毎年８月31日とする。

 ３．前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をする

ことができる。 

 

（新設） 

 

第三章 株主総会 

第12条 （定時株主総会の基準日）  

当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年３月

31日とする。 

 

第六章 計算 

第35条 （事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日

までの１年とする。 

 

第36条 （剰余金の配当等の決定機関） 

（現行どおり） 

 

第37条 （剰余金の配当の基準日） 

当会社の期末配当の基準日は、毎年３月31日とする。

 ２．当会社の中間配当の基準日は、毎年９月30日とする。

 ３．前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をするこ

とができる。 

 

 

附則 

１ 第 35 条（事業年度）の規定にかかわらず、平成 30

年３月１日から始まる第 31 期事業年度は、平成 31

年３月 31 日までの 13 ヶ月とする。 

２ 第 37 条（剰余金の配当の基準日）の規定にかかわ

らず、第 31 期事業年度の中間配当の基準日は平成

30 年８月 31 日とする。 

３ 前２条および本条は、第 31 期事業年度経過後、こ

れを削除する。 

 


